
資料４－２ 
 

収納率目標達成状況に応じた県調整交付金による財政支援について（素案） 

 
現行の県調整交付金の配分方法について、項目を整理し、収納率目標達成状況に応じた

支援項目を追加する。 
 
１ 既存項目の整理 

  「全市町村で実施済の事業」及び「新たに追加する支援項目により支援可能なもの」

について整理する。 
 
２ 収納率目標達成状況に応じた支援項目の追加（案） 

（１）基本交付（定額交付）に項目を追加して支援するもの（例：ケース１） 
（２）加算交付（ポイント加算）に項目を追加して支援するもの（例：ケース２） 
（３）基本交付及び加算交付それぞれに項目を追加して支援するもの（例：ケース３） 
 
３ 県調整交付金の概要及び変更点（詳細は＜別紙１＞） 

普通調整交付金 
特別調整交付金 
 
 
 
 
 
 
 

国調整交付金 
財政調整分 
（定額交付） 

①国調整交付金が10％から９％に減額されたことに伴う財政調整

（１／３補填） 
②高額共同事業・保険財政共同安定化事業の拠出金補填分 
 （支出超過額が対象経費の３％を超えた場合） 

 ①医療費適正化に関

する事業 
保険者規模により 200 万円～1000 万円を

定額交付（全市町村） 

 
基本交付分 
（定額交付） 

②適正賦課・収納率向

上に関する事業 
保険者規模により 200 万円～1000 万円を

定額交付（全市町村） 

⇒＜別紙１＞の項目を追加 

 ③適用の適正化に関

する事業 
保険者規模により 80 万円～400 万円を定

額交付（全市町村） 

 ④その他国保事業の

適正化に関する事業 
市町村合併支援、乳幼児医療費減額補填、

直診施設運営費助成 
 
 

①医療費適正化に関

する事業 
レセプト点検、医療費通知、ジェネリック

対応等の状況等によりポイント加算 
加算交付分 
（ポイント 
加算） 

②適正賦課・収納率向

上に関する事業 
所得未申告への勧奨、口座振替等加入率、

収納率上昇等の状況によりポイント加算 
⇒＜別紙１＞の項目を追加 

 ③適用の適正化に関

する事業 
適用適正化調査、被保険者証の書留郵送等

の状況によりポイント加算 
 
 



 
＜別紙１＞ 
 

収納率目標達成状況に応じた支援項目の追加（素案） 

 
 ○ 全市町村が助言レベル（支援方針による県助言レベル）に達することを第１段階の

目標とし、県調整交付金による支援の対象とする。 
 ○ 既に、収納率目標に達している市町村についても配慮する。 
 

 ケース１ ケース２ ケース３ 
基本交付（定額交付）

に項目を追加 
加算交付（ポイント加

算）に項目を追加 
基本交付及び加算交付

それぞれに項目を追加 

基本交付分 
（定額交付） 

目標達成状況を 
・助言レベル 
 （支援方針による県

助言レベル） 
・県目標レベル 
・国調整交付金減額な

しレベル 
の３段階に分け、保険

者規模別に定額交付 

 目標達成状況を 
・助言レベル 
 （支援方針による県

助言レベル） 
・県目標レベル 
・国調整交付金減額な

しレベル 
の３段階に分け、保険

者規模別に定額交付 
（ケース１より少額と

する） 

加算交付分 
（ポイント 
加算） 

 
 
 
 
 
 

目標達成状況を 
・助言レベル 
 （支援方針による県

助言レベル） 
・県目標レベル 
・国調整交付金減額な

しレベル 
の３段階に分け、保険

者規模に応じてポイン

トを加算 

目標達成状況を 
・助言レベル 
 （支援方針による県

助言レベル） 
・県目標レベル 
・国調整交付金減額な

しレベル 
の３段階に分け、保険

者規模に応じてポイン

トを加算 
（ケース２よりポイン

トを少なくする） 
 
 
 






